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である｡ ただし,脚注にあるように,センサスでいう都市とは,柿 (Nakhon),町 (Muang)以
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体不明の就業者という事になる｡ この グループ こそ都市在来部門の中核をなす人々である｡
Tablelではこれを都市在来部門の ｢一般就業者｣と呼んでおいた｡この人々は,バンコク･











1. 自営 業 関 係
行商人,露店商,仏花売り,タバコ売り,果汁等の路上販売,路上修理屋,水上行商,家畜
解体,物乞い,祈商師,理髪師
2. 請 負 業 関 係
人力車(三輪車)の賃借運転,サムロ(動力三輪車)の賃借運転,タクシーの賃借運転,物
品の請負運搬,請負露天商,請負掃除人







Fig.1(a)･(b)･(C)はかろうじて手掛 りらしいものを教えてくれる｡ Fig.1は, 1967年に行
なわれた家計調査21)から(a)｢バンコク ･トンブリ地区｣,(b)｢東北部の町｣,(C)｢東北部の村｣








用いて Fig.1のバンコク･トンブリ地区の赤字家計 (Ⅰ,Ⅱ,Ⅲ階層) のウエイ トをみると



































15･0 ! 18･7 . 21･6 20･8
31.7 34.2 ･ 16.2 19.5
17.4 14.7 3.4 5.7
10.3 5.8 1.2 2.4
5･5 ･ 2･7 ; 0･3 1･0
4.0 2.2 !･ 0.2 0.7
3.8 1.7 0.2 0.6
27.53
2.2 0.9 0.1 ･ 0.3 2.68















































143,962 157,287 158,100 198,100
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Table9 は, 1960年センサスに基づいて推計 した生命表である｡ (目下1970年センサスによ























































































22)生命表の作成法については拙稿 r生命表作成のための電子計算プログラム- TLT シリー ズについて
- ｣ 『産業研究』第5号,1968年 (慶応大学産業研究所)を参照｡
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自然増加人口の推計は TablelOに示した｡ Table8の人口から TablelOの自然増加人
口を差し引いて社会増 (流入人口)を推計した結果が Tablellである｡
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聞き取り調査の ノー トをもとに若干の集計 ･整理を行なった結果である｡(筆者はこの調査を
通じて,村の古老や村長に訊ねたほうがよほどはっきりわかるような事までも,調査票やアン
ケー トで調べる,多くの "現地調査〝に疑いと反省を持つに至った｡)
離農者の実態を知る為に, 中央平原部 (アユタヤの少し北), 南部 (アントン地区), 北部
(サンカンペンの少し北)の3地区を歩いて,若干の聞き取り調査を行なったが,ここでは,
北部のサンカンペン付近のフィール ドノー トを整理 してみたい｡なお,これらの地区の農業周
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Table13 サンカンペン付近 の標 本 の 出 身家計
闇 雲豪姦i 小 作 農 ま た は そ の 家族 ∃総
桐 轟 姦 轟 o孟 ～諸 計
total
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帰農理 由 Ⅱ-2 再び町に出るつもりはない
Ⅲ 町に住んだことはない
離村 意志 Ⅲ-1 住んでみたい (永住)と










































Mm 曾 :男子 [15-29才]移動量
A MA王SE :メイズ作付面積
(1)式にみられるように,男子の農村からの流出は水田とメイズ畑の耕地面積の変動によって
よく説明される｡計測の対象期間である1966-72年にはメイズ畑の豊凶と収奪が離農の大きな
原因となっていたことがわかる｡計測期間に入っていない1973年以後に大量の農民がメイズの
開墾地を失って離村したとみられる最も重要な局面については,耕地面積ではなく自作地面積
の変化が大きな要因となるはずであるが,その統計はいまのところない｡男子の年齢階級別の
人口移動関数の計測結果はここでは省略するが,若年層が再壮年層の流入に随伴して流入 して
いる傾向がみられる｡ 同じことは(2)式の女子の計測結果でもみられる｡
ここでは,代表的に,女子 (15-29才)の人口移動の要因を(2)式で示した｡(2)式では,同じ
年代の男子の移動に随伴して移動する女子が37%程度あることがわかる｡また,(1)式の男子の
場合には (-6.53)であったメイズ耕地面積の係数が (-2.33)と小さくなっている点が注目
に値する｡
結 語
筆者は,この小論で報告した観察と分析を通じて,従来の経済発展理論モデルに対する疑問
を提出しようとした｡特に,ルウィス ･ラニス型モデルは,東南アジア諸国でみられるような
｢都市在来部門｣または ｢都市貧困｣への人口流入を工業部門への人口流入と混同していた
(あるいは無視していた)｡また,農村人口が離村する理由について, 巌も基本的な理由であ
る ｢土地を耕す権利の喪失｣という要素を見落としていたと断ぜざるを得ない｡
人々が意識するしないにかかわらず,このタイプの二部門経済発展観は,60年代,70年代を
通じて,工業化理論と開発と援助の様々の努力の一つの大きな背景となっていたO人々は,低
開発諸国の経済発展は農業部門の人口を工業部門に吸収する事によって達成されると信じてき
たし,その事の実現可能性は,無制限労働供給理論や工業の労働需要理論によって保証されて
いると暗黙裡に考えていた｡
しかし,東南アジアの諸国では,伝統的な二部門発展理論はほとんど無力に近い｡我われは
27
東南アジア研究 14巻 1号
いま,抽象的な ｢国｣や ｢経済｣についてではなく,具体的な一つ一つの国について,その国の
経済発展とは何かを問い蔭さなければならない時点に立っている｡ その際,我われに一番必要
なことは,これらの国の人々の経済行動を彼らの主体的意図と無関係であっても理論的に ｢説
明｣すればよしとするのではなく,人々がどのような意識と意図を持っているかを理解しなが
ら,その経済行動のメカニズムを解明する串ではあるまいか｡
この小論が問題提起した離村理由が ｢土地耕作の権限｣と関係があるという事実や,都市-
の流入人口が,そこで新しいアジア的な貧困社会を形成しているという事実を,理論モデルが
長い間見落としてきた背景には,西欧社会に適用して成功した経済合理性の論法が,アジアで
も応用可能であるという錯覚があるように思える｡ また,この小論が,アジア諸国の経済発展
とは何か,工業化とは何か,を考える為の新たな問題提起としての役割を果たす事がいささか
でもできれば幸甚である｡
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